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５．１ 総合的な安全衛生管理体制の例

参考資料１－１ 元方事業者事業場の作業間の連絡調整等を統括管理する体制表の例

元方事業者事業場の作業間の連絡調整等を統括管理する体制表

作業（工事）場所

作業（工事）期間

作業（工事）名称

元方事業者
（鉄鋼会社）

関係請負人
（元請協力会社）

連絡調整等を統括管理する者

連絡調整等を行う責任者

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

連絡調整等の副統括 連絡調整等の副統括 連絡調整等の副統括

連絡調整協議会事務局

（ 分科会） （ 分科会） （ 分科会）

関係請負人
（二次請協力会社）

安全管理者：

衛生管理者：

産業医：

上図は「一の場所」における混在作業の「連絡調整等を統括管理する者」や「連絡調整責任者」を指名する体制表です。
（１）設備業務の場合：具体的な「施工計画書」の内容の一部として記述します。
（２）生産業務の場合： 操業等の定常的な作業での連絡調整体制は鉄鋼会社の各操業工場や室の「安全衛生委員会」
体制図に含めて記述します。
上図で「分科会」とは、例えば土建、機械、電気等の専門部門別、あるいは精整や輸送等の業務別に区分した体制の

例です。

連絡調整等を行う責任者 連絡調整等を行う責任者

連絡調整等を行う責任者連絡調整等を行う責任者連絡調整等を行う責任者
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参考資料１－２－１ 生産業務の場合の 「安全衛生計画書」の例

日常的な変化の少ない生産業務の場合は、その工場現場の全体にわたる作業に関して元方事業者である鉄鋼会
社の工場や室単位で、包括的に「安全衛生（年間）計画」 （参考資料１－２－１）を策定し、関係請負人である協力会
社（元請、下請）と一体で活動することとなります。 混在作業に関する計画や方針もその中に含まれます。

また具体的な安全衛生遵守事項等は、事業所や工場の基準や個別の作業標準書等に織り込む等により安全衛生
計画を補完することが現実的です。

印

平 成      年      安  全  衛  生  活  動  計  画  平成  年    月    日作成

工 場

項 いつ・いつまで

目 担当 ４／四 １／四 ２／四 ３／四 工場 協力会社

安

全

衛

生

交

通

平成　　年  上半期の安全衛生活動結果

活     動     実     績 結 果 ・問 題 点、  今 後 の 取 り 組 み

基本方針

具体的実施事項

平成　　年の反省

スローガン

目    標 重点実施事項

協力会社へ
の指導支援

協力会社へ
の指導支援

実施主管
何    を どのようにして、どうする

協力会社へ
の指導支援
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参考資料１－２ －２ 設備業務の場合の 「混在作業の一般共通安全計画書」の例

混在作業の一般共通安全計画書

１．概要
１－１ 目的

２．統括管理の基本方針概要
２－１ 基本方針・スローガン

２－２ 重点目標

２－３ 重点管理目標

２－４ 作業間の連絡調整等の統括管理体制（連絡協議会組織・規約、緊急連絡網）

２－５ その他巡視等

３．具体的な共通規定
３－１ 連絡合図や表示の方法、通信機器

３－２ 許可を必要とする作業、禁制事項

上記の「混在作業の一般共通安全計画書」は、日常的な変化の少ない操業作業等ではなく、工事等の非定
常作業に関する例です。「一の場所」の連絡調整等を統括管理する総合的な安全衛生管理の基本方針や共
通的な事項を記述します。

混在作業個別の具体的内容や工程、各作業の手順や制約事項及びチェック確認法等は「施工計画書」また
は「作業計画書」等で記述します。比較的規模が小さい工事や突発緊急的な工事（復旧補修等）では「作業依
頼、指示書」、「作業連絡票、現説議事録」等で代用することになるでしょう。
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参考資料１－３ 工事発注、作業連絡票（現説議事録と兼用可）の例

工事発注、作業連絡票（兼 現説議事録）

工場・室 課 係

発注印

ライン名・場所

施工年月日

工事。作業名称

（中央労働災害防止協会「鉄鋼生産設備編 非定常作業の安全ガイドラインと解説」平成10年4月17日初版から引用編集）

現説内容（工事・安全ポイント・略図等）

工事内容 略図等

安全特記事項

非常停止
ボタン位置

発注印

標準書No

発注印発注印

発注印発注印

施行者印 施行者印

施行者印 施行者印

発注年月日

作業始
確認

作業終
確認

関連機器停止 試運転有無、工場立会有無 火気使用、レッカー使用など

CO測定 O２測定

下記様式の「スイッチ・バルブ札」の表を添付のこと

スイッチ名称 スイッチNo. スイッチ場所. 枚数 取扱者 地区立会要否

バルブ名称 バルブNo. バルブ場所. 枚数 取扱者 地区立会要否

作業者確認メモ、サイン
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参考資料１－４ 作業依頼票（現説議事録と兼用可）の例

作業依頼票（兼 現説議事録）

工場・室 課 係

工場長 課長 係長 施工側管理者

ライン名・場所

施工年月日

工事。作業名称

施工会社

作業管理者
（連絡先）

作業責任者

（中央労働災害防止協会「鉄鋼生産設備編 非定常作業の安全ガイドラインと解説」平成10年4月17日初版から引用編集）

工事・作業種別 ・緊急 ・普通

・撤去 ・補修復旧 ・建設 ・その他（

作
業
ポ
イ
ン
ト

安
全
遵
守
事
項

危険予知と措置

潜在危険要素 対策措置

使用工具 保護具

類似災害発生状況

安全作業上のポイント

その他特記事項（火気使用ランク等）

補足説明図（構造説明・立入禁止・修理札・墜落防止等の対策の説明等） 作業者確認メモ、サイン
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参考資料１－５ 現説打合せ議事録の例

現説打合せ議事録
課長 工事発議側 施工側

ライン名・場所 施工年月日

工事。作業名称

（中央労働災害防止協会「鉄鋼生産設備編 非定常作業の安全ガイドラインと解説」平成10年4月17日初版から引用編集）

工事目的

設備概略
および

施工方法

安全ポイント

課 現説打合せ者サイン

係長

修理札 電気室： 枚 （札番号：

運転室： 枚

機側盤： 枚

バルブ札 枚 （札箇所：

火気使用

クレーン使用

無 or 有 （A、B、Cランク） 火気の種類

無 or 有 （Ｃｒ No. ）

ガス・電溶・その他（

レッカー使用 無 or 有

安全作業手順書 無 or 有 整備手順書 無 or 有

工事内容

作業ポイント

（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

注意事項
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参考資料１－６ 条件設定チェックリストの例

条件設定チエックリスト

設備停止位置一覧表、ロックピンチェック表

担当作業長

（JFEスチール㈱東日本製鉄所京浜地区の定期修理工事の例を参考引用編集）

リーダー設備・工事名

工事日時

作成日

改定見直し歴

設備名 停止位置 条件 チエック 設備名 停止位置 条件 チエック

設備の可動
または加温
等の部位

・開、閉
・開度
・上限、下限
・入、出
・位置
・その他

・ストッパー
・メカストッパ
・スペーサ
・測定確認

条件設定箇所名 状態

【運転室】

No. 設定 解除

運転部署条件設定箇所 保全運転

条件設定箇所名 状態

【電気室】

No. 設定 解除

運転部署条件設定箇所 保全設計

条件設定箇所名 状態

【機側】

No. 設定 解除

運転部署条件設定箇所 保全運転

工事名称 会社名No. 適応札掛けNo.

施工者条件設定箇所

施工工事管理

停止、閉、切、開放等

チェックマーク確認サイン
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参考資料１－７（1/2） 施工計画書（作業計画書）の例

工事施工計画書 （表紙）

工事名称：
工事場所：
工事期間：

元請会社：

＊＊＊製鉄株式会社 殿

工事概要

工事名称：
工事場所：
工事期間：
発注管理元：
施工元請：
協力会社：

工事概要：

工事体制図表 （昼夜別の氏名）

工事安全衛生管理組織図表

安全遵守事項

・重点安全管理目標項目別に安全対策事項
・日々の安全打合せ確認、報告の時刻サイクル

（参考資料１－１を参照）

元請
工事管理者：
工事責任者：
作業責任者：

下請会社：
作業指揮者：

元請会社の
総括安全衛生管理者：
安全管理者：
衛生管理者：

下請会社の安全衛生推進者：

連絡調整等を統括管理する者：

連絡調整責任者：

例えば
・作業指示連絡の徹底

→工事着工前に教育、TBM、KY・・
・墜落災害防止

→安全帯、開口部縄張り、立入禁止・・

緊急時連絡系統

事故発見者：
人的災害時の連絡系統：
物的事故時の連絡系統：

休日、夜間連絡先含む
救急車到着地点
救急病院連絡先

各種作業責任者：

64



参考資料１－７（2/2） 施工計画書（作業計画書） の例（続き）

＊＊工事概要

各工事項目別 施工内容、安全のポイント

元方事業者への要望、確認事項

・対象設備の全体図
（施工場所と周辺の
工場レイアウトと関連する工事）

・各部位の
工事項目一覧

・工事部位の図面

・工事施工内容、作業手順、作業接点作業区分、
安全ポイントと対策

・合図連絡確認項目
・測定・検査項目
・修理札
・危険予知、措置（保護具）
・禁制事項 発注者の鉄鋼会社に対する安全に関する要望、確認等

・作業条件設定
・火気使用等の許可
・設備機器やユーティリテイ無償貸与
・重機などの持ち込み許可
等

各部位別の工事項目
ごとに必要枚数

工事工程表

就業者名簿 （会社別）

短期通門申請書（会社別） 兼承認書

・総合工程表
・工種別、部位別工程表
・月割り、日割り工程表

・電力、クレーン
等の使用予定

・所属、氏名、生年月日、勤続及び経験年数

・現住所（連絡先）

・各種免許保有状況

・申請会社名、責任者（元請、下請）
・承認管理署（鉄鋼会社）
・申請理由、新規か継続か、通門期間

・氏名、生年月日、性別、現住所、免許
資格、作業場所、作業内容、職名、安
全教育受講年月日、修了証番号、健康
診断書、写真、本人確認書類
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参考資料１－８ 作業指示書の例
（中央労働災害防止協会「鉄鋼生産設備編 非定常作業の安全ガイドラインと解説」平成10年4月17日初版から引用編集）

役割＊ 就業時刻氏名

作業者 （＊混在作業の連絡調整を統括する者、及び各社責任者を含む）

～

～

～

所属会社名

請負、施工体制図 （混在作業関係各社作業員含む）

必要資格 確認略号

～

～

～

～

～

～

作業工具 標識 保護具 揚重機・車両 使用時間

～

～

～

～

作成・確認時のチエック

作
成
者

施
行
者

安全チエック

工
事
着
手
前

工
事
終
了
後

現説内容の記載 （有 無）

作業標準書添付 （有 無）

図面添付 （有 無）

施工要領書添付 （有 無）

全員が作業内容を確認したか？
（確認サイン）

1.各部署への連絡は確実にしたか
２．各スイッチ札は確実にかけたか

３．工事標識（垂幕・ロープ）
４．溶接機・溶断機は正常か
５．足場は良いか、手すりはあるか

６．開口部の養生はしたか
７．火気対策は良いか

８．高所作業対策は良いか
９．脚立、ハシゴの滑り止め転落防止
１０．保護具・工器具は適正か

1.試運転時の連絡確認は良いか
２．スイッチ札は外したか

３．作業終了後の日の始末は良いか
４．４Ｓは良いか

器工具始終業点検

電溶器 ガス道具 つり具・ﾜｲﾔｰ

作業後ミーティング（問題点と改善提案）

作業指示書および作業標準書
通りの作業ができたか （はい、いいえ）

できなかった理由

どのように変更したか

作
業
実
施
確
認

マネージャー 係長

作業指示書 支店 グループ 係
発行 年 月 日（ ）

管理番号

施工 年 月 日（ ）

工事番号 施工班（会社） 作業指揮者

客先 設備名工場

作業名称 ｽｲｯﾁ修理札 開始予定時刻 終了予定時刻ﾊﾞﾙﾌﾞ修理札

作業責任者主任係長

作業責任者主任

検 収

検収時間

施工Gr・係区分 支払形態

・日保
・日修
・

・常例
・請負
・件別

安全上の指示・徹底事項、他社混在作業での連絡調整統括者からの留意事項

略図施工内容、施工上の注意事項・ポイント

区分
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参考資料１－９ 試運転要領書の例

試運転要領書 （表紙）

工事名称：
工事場所：
工事期間：

元請会社：

＊＊＊製鉄株式会社 殿

試運転体制図表 （昼夜別の氏名）

元方事業者（鉄鋼会社）：
元請・下請会社：

試運転 概略手順と確認項目一覧

・試運転設備の全体図

・単体試運転
・組合せ試運転
・総合試運転

の順に確認項目一覧
・確認手順と条件の概略（試運転方案）
・良否判定確認内容の概略
・要員配置と確認連絡方法

試運転工程表

・確認項目別の
日割り、時間割の試運転工程表

各工事項目別 施工内容、安全のポイント

・対象設備機器名、型式、諸元（能力等）
・日時
・立会確認者、測定検査者
・確認条件（無負荷動作、実負荷（数レベル）動作等）
・使用測定計器と判定基準
・特記事項、図等

単体試運転の各単体設備機器別、および組合せ試
験別、さらに総合試運転別に必要枚数。

試運転 個別項目確認（チェックリスト）
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５．２ 作業間の連絡調整の例

参考資料 ２－１ 作業実行時の ＩＴを活用した「同時双方向の情報（音声、画像、データ）伝達」

厚生労働省「ＩＴを活用した新しい安全衛生管理手法の進め方・・・ ＩＴ活用の概要」（解説マニュアル2008）より

「一の場所」における設備の分解整備や立ち上げ試運転などの混在作業においては前述の事前の計画段階での
関係者の協議と、作業指示書などの文書での連絡調整確認後に作業に着手となります。

しかし作業実施中で、お互いが視認できない位置にあって合図ができない場合や、騒音により通話ができない場合
等で、作業指揮者と各作業者間、元方事業者の連絡調整等を統括管理する者と各関係請負人の連絡調整を行う責
任者と各作業者間等で、関係する全員がその通話内容を共有することができれば、あらかじめ確認した連絡事項を
作業の各段階毎にリアルタイムに確認できますので混在作業での労働災害防止により効果が期待できます。

厚生労働省では「ＩＴを活用した新しい安全衛生管理手法」を開発し、その具体化の一例として下記の「同時双方向
通話」（下図参照）が掲載されています。これらのIT活用手法について解説マニュアルが作成されています。 この他、
作業計画作成の支援や、音声及び画像の情報伝達など、本指針の実施の手段にも活用できるものがありますので
参考にしてください。

＜同時多極双方向 通話＞ ＩＴの音声通信機能を活用した現場作業者間の情報共有機能

・上記に、ＩＴでの騒音抑制や塵埃環境下で使えるイヤホンマイクを組み合わせます。

・機器性能選定にあたってはディジタル処理による応答遅れがリスク増大にならぬように留意する必要があります

【
実
現
例
】

「ＩＴを活用した新しい安全衛生管理手法」の解説マニュアルの入手方法：
厚生労働省または中央労働災害防止協会のホームページからダウンロード可能
厚労省： http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/0810-1.html → 【概要編】

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/0810-2.html → 【詳細編】
中災防： http://www.jaish.gr.jp/user/anzen/cho/joho/h21/cho_0465.html

（安全衛生情報センターのページ。 解説DVDの閲覧も可能）
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